
はじめに

本調査報告では, 名桜大学総合研究所特別研究 ｢沖縄

の課題とその解決策について－自立と自律をさぐる－｣

の一環として, 沖縄県にとって最大の輸出国である台湾

における沖縄県産品の現状を取り上げる｡ 具体的には,

まず県および税関の統計等によって沖縄県の貿易動向を

概観し, つづいて, 台湾でのヒアリングおよび視察によっ

て沖縄県産品の現状と問題点について明らかにする｡

１. 沖縄県の貿易動向

(�) 輸出額の推移

輸出額は, 昭和��年まで, ��億円台から���億円台の

間で増減を繰り返していたが, 平成元年に���億円台を

突破して以降増加傾向で推移し, 平成�年には, ���	�億

円を記録した｡ この輸出額の伸びは, 石油精製の県内受

託が大きく影響している｡ 平成
年から平成��年にかけ

てアジア通貨危機や原油価格の落ち込み等の影響で減少

傾向に転じたが, 平成��年以降は, 精密機械類や一般機

械等の輸出額の伸びにより	��億円前後を維持している｡

図表１ 輸出額の推移

出所：沖縄地区税関 ｢外国貿易年表｣

(�) 輸出品目

平成��年度の輸出品目の構成を見ると, 石油製品が

����％と最も多く, 次いで一般機械���
％, 輸送用機器

����％となっている｡ なお, �
年度より液晶パネル製造

装置は ｢精密機器｣ から ｢一般機械｣ に分類されている｡

図表２ 輸出品目

出所：沖縄地区税関 ｢外国貿易年表｣
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(単位：百万円)
品 目 金 額

� 石油製品 �
����

� 一般機械 ���
	�

� 輸送用機器 	����

� 再輸出品 ��
�



 魚介類及び同調製品 ���
�

� 鉄鋼 ���	�

� パルプ及び古紙 �����

	 金属鉱及びくず ���	�


 電気機器 �



�� 精油・香料及び化粧品類 ��


その他 �����

総 額 	�����



(�) 輸出相手国 (地域)

平成��年の主な輸出相手国及び地域は, 台湾, ベトナ

ム, シンガポール, ブラジル, 香港である｡

図表３ 輸出相手国

台湾は平成��年から�年連続の輸出相手国�位となっ

ており, 県外から沖縄を経由しての一般機械の輸出がほ

とんどで, 対台湾輸出品目の約�割を占めている｡ また

一般機械の中でも半導体製造装置が�割を占めている｡

図表４ 台湾向け輸出額の内訳

出所：沖縄地区税関 ｢外国貿易年表｣

２. 沖縄県の貿易振興策

(�) 国際見本市等への出展参加

沖縄県では, 県産品の海外への販路拡大に向けた取り

組みとして, ㈱沖縄県物産公社と連携した県主催物産展

等の開催, 九州各県貿易主管課で構成している九州貿易

振興協議会での見本市への出展, 香港・台湾等の海外事

務所や北米委託駐在員による県産品�	事業等を行って

いる｡ 図表
および�は��年の事業実績である｡

(�) 海外事業所の運営

沖縄県では, 県内企業の活動領域拡大による産業振興

及び貿易促進を図るため, 台北, 香港, 福州, 北米, 韓

国に県事務所を設置している｡ 同事務所の業務内容は,

①経済・貿易情報の収集②県産品の販路拡大③産業・経

済等の交流促進④海外市場調査⑤県内企業等の現地活動

支援⑥国際観光に関する業務⑦企業誘致活動等, である｡
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(単位：百万円)
国 名 金 額

� 台湾 �

�
�

� ベトナム ��
���

� シンガポール �
���

� ブラジル �

��


 香港 �
���

� 大韓民国 �
�
�

� 中華人民共和国 �
���

� グアム (米) �
���

� オランダ �
���

�� フィリピン �
���

その他 �
�
�

総 額 ��
���

図表５ 県主催事業

名 称 開催場所 予 算
実 績

(売上,件数)

����������沖縄フェア 香 港 ���千円 約�
���千円

�������ハワイオキナ
ワフードフェア

ハ ワ イ ��
千円 約�
���千円

������� �(見本市) 中国上海 ���千円 ―

伊勢丹シンガポール
オキナワフェア

シ ン ガ
ポ ー ル

�
���千円 約

�
�千円

!"�����上海 (見本市) 中国上海 ���千円 ―

出所：｢沖縄県の貿易振興について (平成��年度)｣
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図表６ 海外事務所事業

事業所名 事 業 名

台北事務所

!--./���0�(食品見本市)出典
旅行誌や食品専門紙等の取材支援, 記者招聘
物産展開催支援 (シティスーパー, そごう)
ホテルにて沖縄花のカーニバル�	および泡盛試飲会

香港事務所

シティスーパー沖縄フェア (物産展)出展支援
"-!01����$!((,02�(����(見本市) 出展支援
泡盛$沖縄食材試飲試食会
香港マスコミ招聘・取材支援

上海事務所
������� �(食品見本市)出展支援
泡盛試飲・商談会
!"�����(食品見本市)出展支援

福州事務所 中国国際投資貿易交易会出展

北米 (委託
駐在員)

物産展開催 (日系小売店���*�*�%�の４店舗)
日本酒・焼酎01�-に泡盛を出展
日系人経営レストランにて, 泡盛の試飲・プレゼンテーション
日本総領事館・ジェトロ主催����!�*��3�44に泡盛を出展

出所：｢沖縄県の貿易振興について (平成��年度)｣
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(�) ホームページ ｢沖縄海外ビジネスサポート｣ の開設

(財) 沖縄産業振興公社では, 海外との輸出入取引の

開拓を目指す県内企業が必要とする情報を提供し, 県内

企業の海外取引拡大・促進を図ることを目的に, ホーム

ページ ｢沖縄海外ビジネスサポート (�����������	
��


�
��������

��
�����������)｣ を開設している｡ 貿易の

基本的な流れや, 各種貿易相談を行っている関係機関や

貿易振興団体の紹介等, 貿易に関する情報をこのホーム

ページから入手することができ, また, 各種支援情報や

セミナーの告知など, 企業に役立つ情報をメールマガジ

ンにて発行している｡

(�) 中国福建省との交流, 福建・沖縄友好会館の運営

沖縄県は, ���年にわたる長い交流の歴史があり, 今

日目覚しい発展を遂げつつある華南経済圏にある福建省

と��世紀の新たな関係構築を目指して, 平成�年から��

年にかけて毎年 ｢沖縄県・福建省サミット｣ を開催した｡

サミットが両県・省の経済・文化交流に果たした役割は

大きく, これまで那覇～アモイ間の直接航路の開設, 留

学生の相互派遣, 友好会館の利用促進に向けた取り組み

等多くの具体的事業が実現している｡

平成�年�月に友好省県が締結され, 平成��年�月に

は ｢福建・沖縄友好会館｣ が建設され, その中に貸駐在

事務所を設置し, 経済・貿易情報の収集・提供, 入居企

業の支援等を行っている｡

(�) 貿易団体の事業支援

沖縄県は, 貿易振興の一環として, 日本貿易振興機構

(ジェトロ) 沖縄貿易情報センター, (社) 沖縄県貿易協

会および�財�沖縄県産業振興後者経済交流課の事業費を

補助し, 事業の円滑な推進を図っている｡

(�) 物産貿易振興貸付

沖縄県は, 貿易振興を図るため, 貿易業者や海外進出

業者等に対して, 次のような内容の設備資金, 運営資金

を低利で融資している｡

制度名 物産貿易振興貸付

融資対象 物産関連業者, 流通・貿易業者

資金使途 設備資金, 運転資金

融資限度額 設備資金�� ��万円, 運転資金�� ��万円

融資期間 設備資金��年以内, 運営資金７年以内

申請先 (財) 沖縄県産業振興公社

中小企業支援センター

３. 台湾における沖縄県産品の現状

(台北沖縄県事務所・百貨店・スーパーマーケット・培

立特有限公司におけるヒアリング・視を中心に)

(�) 台湾の状況について

台湾はもともと日本に対する ｢親日的｣ な風合いが強

い国 (地域) である｡ このような国民感情とともに, 日

本の商品に対して自動車, バイク, 衣料品, 医薬品, 加

工食品, 生鮮食品などいずれの分野においても ｢日本の

商品は高いが良いものである｣ というのが常識になって

おり, 高い評価を得ている｡

このような高い評価を得ている背景には, 最近の台湾

における事情がある｡ 台湾では, 食品にとどまらずあら

ゆる商品に ｢黒心
へいしん

｣ という, 粗悪なもの, 偽物が横行し

ており, 消費者の商品に対する不信感や批判が大きくなっ

ているという状況にある｡ それに対して, 日本の商品に

は ｢健康｣ ｢安心｣ ｢安全｣ というものが想起され, 信頼

度が高くなっている｡ そのため, かなりの日本の商品が

販売され受け入れられているのである｡ ����年の!"#

加盟後は, さまざまな法規制の緩和や撤廃もあり, ます

ます日本の商品, とりわけ食品が台湾に輸入され, 多少

高価格であっても売れ行きは好調である｡ このような状

況を受け, 日本の各都道府県による台湾における物産展

や見本市, 商品市の開催などの動きが活発化している｡

(�) 台湾における沖縄県の取り組み

台湾における沖縄県の物産販売の取り組みは, まず,

沖縄県が出資する株式会社沖縄県物産公社によるパイロッ

トショップ ｢わしたショップ｣ を��� 年��月に台北市に

展開したことに始まる｡ また同時期にオリオンビールも

始動する｡

当時のわしたショップは, 小売よりも卸売の機能に特

化するかたちで展開していた｡ 物産品の取扱い小売店は,

日系百貨店, スーパー, 地元スーパー, 香港系スーパー

などである｡ 取扱い品目が限られたなかで, 沖縄産黒砂

糖は当初より人気商品であった｡

わしたショップの機能が卸売に特化してしまい, 小売

まで整備されなかったことから, 一時期 (����年�月か

ら) 店舗の閉鎖を強いられた｡ その後, ����年 �月に

!"#加盟後, これまで存在したさまざまな輸入規制の

緩和により, 泡盛の輸入の拡大への期待や当時の健康ブー

ムの余波もあり, 同年�月に ｢台北わしたショップ｣ が

リニューアルオープンされた｡

物産公社の役割としては, 物産品の広告プロモーショ

ン及び認知度を高めるために, 台湾での物産展, 見本市

の定期的な開催と, 地場及び日系小売業店内での特設コー

ナーの設置を推進している｡ 沖縄県コンベンションビュー

ロー, 沖縄県産業振興公社 (沖縄県事務所), そしてこ

の物産公社の�組織でもって事業展開を行う｡

この物産公社および台北わしたショップは, ����年�

－��－



月に閉店をする｡ その背景には, ある程度沖縄県産品の

認知度の向上やプロモーションが達成されたということ

がある｡ 現在は沖縄県産業振興公社 (県事務所) の管轄

のもとでコンベンションビューローと台北事務所の運営

がされ, 物産公社は卸売の機能を果たしている｡

(�) 台湾における物産品の状況

台北わしたショップ店での取扱い品目は, 日本で展開

されている各わしたショップ店�店舗あたり約�����品目

以上であるのに対し, 約��品目程度にとどまっている｡

一方, 地元小売業では, 台北復興����, 台北忠孝

����, 微風廣場, 遠企	
���
���(香港系), 中和佳

世客 (�
���) 環球店にて特設コーナーが設置され販売

されている｡

それ以外の小売店でも, 例えば新光三越百貨店や地元

スーパー��������でも特設コーナーの設置はされてい

ないが, 日本の食品が多く取り扱われている｡ 比較的大

きな特設コーナーが設置されていた�
���では, ��品目

(店頭に並んでいたもの) で, 主に, 泡盛 (�商品), 発

酵ウコンドリンク, のどあめ�種類, レトルトカレー

(ゴーヤー, 黒豚), 雪塩, 黒糖などが取り扱われていた｡

全体として, ここ数年で ｢塩｣ や ｢泡盛｣ も売れ筋商

品となっているが, 最も売れ筋の商品は ｢黒糖 (純)｣ で

ある｡ ｢黒糖 (純)｣ について, 店頭に陳列されているも

のをみると, パッケージに ｢沖縄産｣ と表示のある商品

は多かったが, 必ずしも沖縄県のメーカーによるものと

は限らないものが多かった｡ また, ｢塩｣ については,

｢石垣の塩｣ ｢粟国の塩｣ ｢雪塩｣ といったようにいずれ

の個別ブランドの指名買いをするまでには到達しておら

ず, 沖縄県産の ｢塩｣ として売れているという｡

そして ｢泡盛｣ については, ����年���加盟後の酒

税の緩和が大きく影響している｡ 酒税に関しては, これ

までの専売制が廃止され, 公売利益 (台湾省公売局徴収)

に代えて, 新たに関税��％, 酒税���元／�本, および

営業税 (実売価格の�％) が賦課(２)されているにもかか

わらず, 売れ筋になっているという｡ 購買層は, 主に居

酒屋店主, 在留日本人となっているという｡

酒類に関しては, 一貫した公売局による専売制のため,

日本の酒類で唯一指定銘柄として日本酒の月桂冠が輸入

されていた｡ 他の外国製ビールやアルコール類は既に緩

和されていた｡ キリンビールのカナダ工場で生産したも

のを台湾が輸入していたので許可されていたという経緯

がある｡ ただ, 一時期, 台湾でのビールの供給不足を補

うために近隣国である沖縄から供給されたという現状も

あるが, 基本的には日本製の酒類に関しては, ���加

盟まで受け入れてもらえなかった｡

オリオンビールに関しては, ｢ダイヨネ｣ の下地幹郎

氏が沖・台・福建の経済活性化策として輸出を開始した

が, 流通システムの構築も確立できないばかりか, ブラ

ンド力もなかったため困難な状況に陥った｡ しかし, 当

時のオリオンビール社長である金城名輝氏が海外戦略を

打ち出し, ����年ごろから人的販売, 人的セールスを活

用することで販路を開拓し, ����年�月に現在の培立特

有限公司 (オリオン生碑酒台灣總代理) (諸喜田伸氏)

が本格展開をはじめる｡ 既に, キリンビールがビン・缶

を導入しており, さらに莫大な広告費を投入することで

｢日本のビール｣ ＝キリンビールというブランド力をつ

けていたため, オリオンビールではビン・缶ではなく,

樽生を投入することで本格始動をする｡ 樽生であるため,

ビンや缶のように一般消費者向けの販路開拓ではなく,

業務店向けの開拓であったためかなり困難であったよう

である｡ しかし, 沖縄と台湾の地理的な近接性を活かし,

工場直で台湾へ輸送することができる強みをアピールし,

地道な人的販売を活用することで展開が行われている｡

(�) プロモーション活動について

現在の台湾事務所の活動は, 先述したように沖縄県の

物産品と観光のプロモーションを促進していくことであ

る｡

現地の小売店において, 定期的な物産展, 見本市の開

催を行っている｡ ����百貨店においては, 常時年�回

(�月・��月) に日本の食品展を開催しており, そこに

沖縄物産品の参加をサポートしている｡ ����年�月��か

ら�月�日に開催された物産展 ｢和風節｣ おいては, 培

立特有限公司が単独で, 黒糖, もろみ酢, 化粧品

(� 
! ) を販売していた｡ � 
! は沖縄のもずく, 黒糖,

糸瓜, ウコンを原料にした基礎化粧品で, 美白に関心の

高まる台湾女性をターゲットに, 現地の女性を活用した

実践販売を行っていた｡

また, 台湾の新聞社, 雑誌社に呼びかけをし, 沖縄県

に記者招聘を行うことで, 彼らの体験したものを"#し

－��－

写真 ����年�月����百貨店における物産展の様子



てもらうことで宣伝活動を促している｡ ｢沖縄県物産公

社と共同で����年度に, 冬場における沖縄食プロモーショ

ンとして, 感性のある記者やカメラマンを実際に沖縄に

連れてきて, 楽しみ方を体験させた｣ 取り組みである｡

沖縄での体験は, 観光スポット, 飲食店, ホテルだけで

はなく, 沖縄県内に住んでいる台湾の方々の活動を台湾

の記者たちにインタビューしてもらい, 多方面にわたっ

て記事を取材してもらっている｡ 記者らに, 沖縄での体

験を通して, 感動や発見をしてもらい, それを新聞や雑

誌で��してもらう｡ その結果, 新聞やグルメ雑誌で数

回にわたり, 沖縄の食文化が紹介され, その波及効果で

チェーンレストランやホテルで沖縄料理フェアの開催も

幾度か開催され, 大きな効果をもたらしているという｡

４ 現状における問題点
台湾における商品輸入に関して, ��	加盟により多

くの規制が緩和されたが, 取引可能な成分, 添加物の問

題はまだ残っており, また商品のパッケージに載せる賞

味期限などの表示方法が異なるため, 台湾向け商品へは

表示方法を変更しなくてはならないという点もある｡ 違

反すれば, 一つひとつの商品に罰金が課せられる｡

さらに, 加工食品や菓子類の取扱いについて, ある程

度, 長期に賞味期限が設定されているものでなければ,

店頭販売できないという問題もあり, 限定されている状

況である｡

泡盛については, 泡盛の原料である ｢米｣ のお酒であ

るということで, 現地でも同様な酒類が製造されており,

安価な商品, 庶民の商品であるとイメージが強いため,

なかなかブランド形成が出来にくい状況にあるという｡

しかも, 酒税の関係でかなり高価格に設定されているた

め現地での受入が厳しいようである｡ 今後は, いかに現

地類似商品との差別化を図るかが戦略のカギである｡

また, ビールに関しても, ビンや缶を投入することで

一般消費者への販路拡大が期待されるが, 他の食品を同

様にパッケージングの表示を台湾向けに作成しなければ

ならないなど, コスト面での問題もあるため現状として

は難しいという｡

さらに, 沖縄への記者招聘によるプロモーションも,

現地ホテルでの沖縄料理フェアの開催や新聞・雑誌での

連載という効果をもたらしているが, 台湾から沖縄への

観光客の流入状況をみると, 
���年の約
�万人をピーク

に年々減少し���
年には約�万人弱にまでなっている｡

����, ����年には約�万人まで増加しているが, 台湾か

ら日本の他の地域への観光客の動きは年々増加傾向にあ

るという状況である｡
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